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第2次世界大戦による敗戦から，我が国は極度の
窮乏に陥り，強い虚脱状態を現出した。これに伴っ
て結核患者も多発し，国策とし採り上げられるに至
った。当時はこの疾病のために国家予算は多額に支
出され，健康保険は赤字を招来し，全く陪潜とした
様相を示していた。
千葉県の教職員についても， ζの関係は同様であ
った。当時の対策は今と同じ様に早期発見，早期治 
療にあった。千葉県教職員に対しての一定形式によ
る結核健康診断は，昭和 25年にその第1回が実施
された。 
乙の結果 400名近い要休職結核患者が新らたに発
見され，その対策もまた真剣に検討され，全県下一
元的な管理が行われ初めた。以来本年で 10年を迎
えたので，昭和 33年 3月末迄の成果を主として統
計的に取りまとめて報告する。
その主要所見は次の 3項目である。 
第 1K新規採用者からの結核患者が著明氏減少し
たことと，第 2K要療養患者が昭和 26年に最高 700 
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名(在籍教職員の 4.54%)であったものが，昭和 33
年は 142名(在籍教職員の 0.859る)に減少した。第 
31ζは要注意者K化学療法を実施させることによっ
て，その悪化，再発を著るしく減少せしめた。 
I. 結核管理の要因
本調査は主として昭和24年から 33年K至る聞の
推移である。この聞に結核管理上強い影響を与えた
と認められる事項を挙げれば次の通りである。
a. 昭和 23年新制中学校の設置に際して復員者，
引揚者を含めての多数の新規採用者が主として中学
校に追加補充された。
b. 昭和24年 1月 12日法律第1号「教育公務員
特例法J(以下「特例法jという。)が施行された。
それまでは結核の休職期間は 1年と限られていた
が，特例法施行後は同法第 14条によって 3年間迄
延長が可能となり， ζの該当者をrI4条休職者jと
称している。
C. 昭和 25年以降全教職員の一斉集団検診(以
下集検という。〉を行うよう措置した。
d. 昭和 25年 10月以降教職員結核審査会を設け
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教職員の新規採用，休職，復職及び集検の終末過程
についての審査を全県的に一元化した。 
e. 結核管理規程が昭和26年 9月に定められた。 
f. 結核症の治療には昭和25年頃から化学療法，
外科療法が次第に普及した。 
g. 昭和31年から要注意者に化学療法を極力推
奨した。
111. 教職員総数の推移及び新規採用者の検診 
a. 教職員総数の推移(表 1) 
教職員数は毎年5月末現在数を当該年度の数とし
て取扱った。教職員総数は昭和 24年度は第1表に
示す様l乙15，578名であり，その後次第に少し宛増加
し，最も多いのは昭和 31年で 17，178名である。そ
の後再び減少し，昭和 33年には 16，767名となった。
性別にみると男子が多いのであるが，昭和 24年
から 26年迄は男子が女子よりも 1，300乃至 1，700名
程度多い。 27年以後は 2，000名以上の開きを示し，
逐年男子が増加を示し， 32年にはその差 2，900名と
なった。 
学校種別にみると，小学校は 8， 000~9， 000 名程
度，中学校は 5， 100~5， 500 名前後である。高校は
1，800名から逐年次第に増加し， 29年 2，742名最高
となり，その後多少減員している。なお学校種別に
ついて，小学校では男子よりも女子の方が多く 3対
5程度である。中学校では逆に男女比は大凡2対 1
であり，高校ではその差は更に著るしく大凡4対 1
を示している。 
b. 新規採用者数の推移(第6表〉
昭和 21年以降毎年の新規採用者数は第6表に示
す通りである。昭和 21年及び 22年は 2，000名以下
であったが，昭和 23年新制中学校が設置される l乙
至って同年は凡そ 3，400名となり，その後も 26年頃 
迄は毎年 1，500名以上の新規採用者があったのであ
るが， 27年から 29年迄は 900名台となり著るしく 
減少したのであるが;30年以降は更に乙の傾向は著
明になり， 32年は最低で 392名となった。 
c. 検診について
昭和 25年秋初めて一定計画の下，全県下一斉に
間接 35mmフィルムによる結核集団検診ωを実施
し，その後毎年回宛実施している。
この第 1回の検診によって 228名の 14条休職患
者を発見した。乙の際の在籍教職数は 15，277名であ
って，その受検率は 96.7%でこの時の検査未了者実
数は 514名であった。乙の 514名及び検査終了者か
らのその後半年間の発病者，及び要注意者からの発
病者は合計 87名を算し，復職者 58名を除いて昭和
26年 7月31日現在の 14条休職者数は 634名となっ
た。検査未了者3%については常によく検討しなけ
ればならないことは，この第 1回の検診時でも明ら 
かである。乙の点については県教育委員会として
は，更に徹底的に追及すべきであると考えていたの
であるが，法規上の立場から昨昭和 33年迄は充分 
な努力を致し得なかった。
その後毎年施行された集団検診の受検率は大凡
97%前後を示している。検診率は全国教職員の場合
表1. 歴年度別教職員総数(各年度共3月31日現在〉
種別間的 25 26 27 28 29 30 31 32 33 
男 8，437 8，459 8，596 9，277 9，448 9，735 9，986 10，043 9，943 9，869 
教総職数員 女 7，141 6，879 6，811 7，159 7，128 7，162 7，151 7，135 7，043 6，898 
計- 15，578 15，338 15，407 16，436 16，5'76 16，897 17，137 17，178 16，986 16，767 
男 3，184 3，259 3，264 3，555 3，596 3，750 3，917 3，947 3，980 4，029 
小学校 女 5，154 4，841 4，778 5，001 4，966 5，029 5，041 5，0.48 5，082 5，129 
計 8，338 8，100 8，042 8，556 8，562 8，779 8，958 8，995 9，062 9，158 
男 3，824 3，162 3，597 3，717 3，716 3，819 3，904 3，949 3，820 3，666 
中学校 女 1，625 1，563 1，545 1，598 1，587 1，557 1，548 1，538 1，453 1，284 
計 5，449 5，175 5，142 5，315 5，303 5，376 5，452 5;487 5，273 4，950 
男 1，429 1，588 1，735， 2，005 2，136 2，166 2，165 2，147 2，143 2，174 
高校 女 362 475 488 560 575 576 562 549 508 485 
計 1，791 2，063 2，223 2，565 2，711 2，742 2，727 2，696 2，651 2，659 
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ω小学校 94.6%，中学93.0%，高校 91.5%であり，
IV. 結核発病者の状況 
横浜市教職員昭和29年度(46)小学校 94，中学91，高
校 83%で平均92%，叉神奈川県(44)では 21年 91， a. 結核休職者について(表 2，表 3，図 1)
22年 61，29年 95%であるという。 休職者数は毎年度末 (3月末日現在〉の数を当該
小西(43)によれば国，家公務員で、は多くは 90%前後 年度の数として取扱った。特例法の施行される迄は
であるという。このように職員社会では受検率が多 休職療養をしなくてはならない程度の病状であって
く90%以上を示しているのであるが，<乙れとは反 も，待遇上の理由から休職手続をとらない ζ とが多
対応地域社会においては極めて低率であり，多くは く，従って休職者を以て直ちに結核患、者数を把握す 
50%以下の報告である。又毎年 1回以上実施してい ることは困難である。
るものは職域であって，地域住民についでは実施の この調査では特例法の施行されてから 10年間の
報告が必らずしも多くなL、。 各年度末 (3月末日)現在の結核による休職者及び
その該当者(以下 14条休職者という。〉の推移は第
表 2. 結核休職者総数(各年度共3月31日現在〉
種別間前 25 26 27 28 29 30 32 33 
男 142 360 480 459 339 246 、192 176 137 101 
休総職数者 女 90. 176 220 220 193 146 112 79 51 41 
計 232 536 700 679 532 392 304 255 188 142 
男 53 116 165 166 122 89 68 71 54 41 
小学校 女 66 123 155 151 139 106 84 57 38 30 
計 119 236 320 317 261 195 152. 128 92 71 
男 70 179 226 205 136 101 84 76 64 33 
中学校 女 17 43 54 61 46 31 21 18 11 6 
計 89 222 280 266 182 132 105 94 75 39 
男 19 65 89 88 81 56 40 29 19 27 
高校 女 7 10 11 8 8 9 7 4 2 5 
計 26 75 100 96 89 65 47 33 21 32 
表 3. 結核休職者数の頻度(%)
種別!訴さ昭弘 25 26 27 28 29 30 31 32 33 
男 1.68 4.26 5.58 4.95 3，59 2.53 1.92 1.75 1.38 1.02 
総計 女 1.26 2.56 3.23 3.07 2.71 2.04 1.57 1.11 。，72 0.59 
計 1.49 3.44 4.54 4.13 3.21 2.32 1.76 1.48 1.11 0.85 
男一 1.66 3.56 5.06 4~67 3.40 2.37 1.74 1.80 1.36 1.02 
小学校 女 1.28 2.54 3.24 3.02 2.80 2.11 1.67 1.13 0.75 0.58 
計 1.43 2.95 3.98 3.71 3.05 2.22 1.70 1.42 1.02 0.78 
男 1.83 4.96 6.28 5.52 3.66 2.64 2.15 1.92 1.68 0.90 
中学校 女 1.05 2.75 3.50' 3.82 2.90 2.00 1.36 1.17 0.76 0.47 
計 1.60 4.29 5.45 5.00 3.43 2.46 1.93 1.71 1.42 0.79 
男 1.35 4.10 5.12 4.39 3.80 2.59 1.85 1.35 0.87 1.24 
高校 女 1.93 2.11 2.25 1.43 1.40 1.56 1.25 0.73 0，39 1.03 
計/ 1.45 3.64 4.50 3.74 3.28 2.38 1.72 1.22 0.79 1.20 
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。 いま ζれを性別にみると男子は 33年でも 1%以
昭和 24 25 26 27 28' 29 30 年度33・32， '.1.3 、上であり，女子が 32年 0.72，33年 0.59%となって
2表に示す通りである。
即ち昭和 26年の 700名が最高であり， 27年 679
名で以前もそれ以後も漸次減少している。 33年は最
も少なく 142名である。結核患者の年度別の諸状況
を総括的に便宜上3時期K区分した。第 1期は昭和 
24年迄であり末だ管理が不完全であり，教育委員会
も充分な資料すら入手整理が出来なかった時期であ
る。
第 2 期ば昭和 25~31 年迄の 7 年間であって，結
核管理の初めの時代であり，化学療法，外科療法等
の普及も必らずしも充分とはいえず，なお大気安静
療法が支配的であって，化学予防の概念が未だ一般
化するまで、には行かなかったし，叉新制中学，高校
等も末Tご完全な姿となっていなく，教職員の身分等
についても相当な変化があって必らずしも落付いて
はいない時代である一。
男子との差異は著るしい。然し厚生省の実態調査で
見られる程の著るしい差ではない。
学校種別にみると，中学校男子教職員の昭和 26
年は 6.28を示し(最高)，次いで、 27年中学校男子の 
5.52である。第3位は小学校 26年 5.06%である。
中学は男女共いずれの年度でも小学校のそれらに相
当するものよりも高い頻度を示している。
以上要するに 33年度では 14条休職者数は 1%以
下となり，男子はなお1.02%であるが，女子は 0.59
%を示して男子よりも割合が少なくなっている。こ
れらの関係は小・中?高校の学校種別に見ても同様で
ある。 
b. 休職者新発生数(表 4，'5，図 2)
乙〉で、新患者発坐の時期は便宜上結核審査会設置
前の症例では休職発令月日，審査会発足以後では審
査決定年月日を以て決定した。これらのために，事
表 4. 結核休職者年度別新発見例数(格年度共3月 31日現在〉
種別|相同 
25 26 27 29 30 31 32 33 
総計
男 
女 
計 
163 
106 
269 
265 
129 
394 
188 
100 
288 
125 
75 
200 
88 
66 
154 
102 
46 
148 
64 
32 
96 
74 
22 
96 
34 
15 
49 
33 
20 
53 
小学校
男 
女 
計 
60 
80 
140 
83 
89 
172 
78 
65 
143 
53 
52 
105 
23 
51 
74 
34 
30 
64 
27 
25 
52 
30 
17 
47 
15 
12 
27 
18 
14 
32 
中学校
男 
女 
計 
81 
19 
100 
133 
35 
168 
70 
270 
97 
50 
20 
70 
36 
1 
47 
48 
10 
58 
28 
6 
34 
27 
5 
32 
13 
3 
16 
6 
3 
9 
高校
男 
女 
22 
7 
29 
日49 
九5 
54 
40 
8 
48 
22 
3 
25 
29 
4 
33 
20 
6 
26 
9 
1 
10 
17。
17 
6。 
6 
:11 
1 
12 
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表 5. 結核休職者年度別新発見例の頻度(%)
種別 tFlq 25 26 27 
男 1.93 3.13 2.19 1.35 
総計 女 1.49 1.88 1.47 1.05 
計 1.73 2.57 1.87 1.23 
男 1.88 2.55 2.39 1.49 
小学校 女 1.55 1.84 1.36 1.04 
計 1.68 2.12 1.78 1.23 
男 2.12 3.68 1.95 1.35 
中学校 女 1.17 2.24 1.75 1.25 
計 1.84 3.25 1.89 1.32 
男 1.54 3.09 2.31 1.10 
高校 女 1.91 1.05 1.64 0.54 
計 1.62 2.61 2.16 0.97 
28 29 30 31 32 33 
0.93 1.05 0.64 0.74 0.34 
0.239 
0.93 0.64 0.45 0.31 0.21 
0.93 0.88 0.56 0.56 0.29 0.32 
0.64 0.99 0.69 0.76 0.38 0.45 
1.03 0.59 0.50 0.34 0.24 0.27 
0.86 0.73 0.58 0.52 0.29 0.35 
0.97 1.26 0.72 0.68 0.34 0.16-
0.69 0.64 0.39 0.3 0.21 0.23 
0.89 1.08 0.62 0.58 0.30 0.18 
1.36 0.92 0.41 0.79 0.28 0.51 
0.70 1.04 0.18 。。 0.21 
1.22 0.95 0.34 0.63 0.23 0.45 
図 2. 集団検診l乙よる結核療養患者発見頻度(%) る(表 5)。
(発分子表年は度文献(番昭号和)を，を示分母す。は) 昭和 31年度以降では小・中・高校聞の差は殆ん
ど認められなく，同様の発見頻度を示している。男
5I・ ・民'iI・5E6I 
52-E7E80I・ ・主a 女聞の相異はしかし可成り明瞭に認められている。・
29E 凡そ男子の 1/2の頻度を女子は示している。.~濁8
.554E .210E 
.5533・303 .~・ 570Z・ 図 1Ir.は千葉県の例と対比させるために，武光ω.; .; 
 -蕊30 @蕊 (群馬県教職員)，田辺ω(名古屋市教職員)，尾村(6)71-塁
(厚生省実態調査)，田井(7)(某工場〉を図示しであ4.0 3.0 2.0 1.0 0.6 0.2% 
る。 ζれによって千葉県教職員の結核発見頻度が
務手続の関係上並びに患者自身が故意に審査を遅ら 25，26年頃に如何に高かったが明白で、ある。厚生省
せる等の場合もあって，発病の時期に関する考察は、の全国の統計よりも這かに高率である。
必らずしも確実K把らえられていない。更に叉間接 集検による要療養者の発見頻度を，文献的に比較
撮影(以下 Spと称す〉を時により怠るものもあり， すると大凡図21r.示す如くである。一般には 2.0% 
Spで有所見と判定されても直ちに直接撮影(以下 以上の高頻度のもの， 1.0前後のもの，並びに 0.6% 
Xpと略す)を行わないもの等もあるため，発病 1 以下のものとの 3種の集団に分類が出来る。そして 
--2年後に休職が発令されるものも少数ではあるが それらの集団では検診を毎年実施し，その事後処理
含まれている。 を適切托すれば発見頻度は次第に低下してゆくもの
殊K昭和 25年以後の数年間は，管理が必らずし である。
も徹底していないためにこのような傾向が少なくな 欧州では ζれ迄結核対策が本格的に実施されてい
かった。昭和 25年度の徹底的集検で 394名を， 26 るために因るものが， 日本と比較して遥かに患者の
年度 288名とこれ叉少くない患者を発見した。乙の 発見は低率である。最も低いのは 0.045でアムステ
、両年で県下教職員の結核は，大体摘発されたものと ルタム(70) (1945.......1947)， 0.11 Sodermanland(7l) 
考えられる。以後新患発生は次第に減少， 30年度に (1953--1955)である。バイエル地方(8O)では 0.3%
初めて 100名以下となり， 32年度33年度は 50名前 であって，日本の最も良い地方叉今は集団と一致して
後となった。総教職員数に対する発生頻度は昭和25 いる。我が国でも宮城県角田町ゅでは，年間新患発
年が2.57%で最大であり， 28年から 1%以下とな 生率 (31年)0.09%の処も認められる。
ったが， 32，33年度は最も少なく 0.3%台となった。 千葉県の例では昭和 26年迄は 2.0前後であった
男女別には勿論男に高く，最高 3.13% (25年)であ がその後29年迄は1.0台となり， 30年以降 0.6以下
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を示すに到っている。 ある。これに反して 26年以降で、は発病率は 2%前 
c. 採用年度別勤務年数別 14休職新発病者数 後を示しているが 30年以降では更に一段と減少し
(表 6)・ て0.5%程度か乃至はそれ以下となっている。
昭和 21年度以降毎年の新規採用者から，年々何 然しながら採用 1年以内K発病するものが 25年
人の 14休職者が発生発見されるものであるかt乙つ 迄は多くあり， 26年以後には著るしく減少している
いて調べると，第6表に示す通りである。 23年から 乙とは本表で明瞭である。これは後に述べる様化， 
25年までの 3年間は，採用年度毎に既に多数の患者 主として新採用時lζ結核検診を厳重に実施したため
が発見されており，満 5年迄はその後も決して減少 によるものである。
しておらず 6，7年後K初めて実数が減少している。 更に叉25年迄と 26年以後に結核が発生発見され 
ζれに反して昭和 27年以降では，その実数が非 る度合を比較するために，採用後満5年以内の発見
常に減じており，特に 30年以降は採用時の年度に 者の百分率を検べると第6表に示す通りである。
は全く発見されていない。 即ち 5年間の発見率は 2年 8.00%で最高である
昭和21年度新採用者は 1，291名であるが，採用後 が，その他の年でもすべて 6.55%以上を示してい
満 12年の聞に 109名が発病し実に 8.44%を示して る。 ζれに反して 26年以後では最高は 26年の 2.45
いる。 2年度では最高で 1，813名中 204名 11.25% %であり，その他は1.0%台が多い。 30年以降では
である。 25年度迄はいずれも高率で大凡 8%前後で 満 5年を経過していないので推定の域を脱していな
表 6. 採用年度別勤務年数別発病者 (14休職者〉数
\とき昭~122123124125
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いのであるが，凡そ1.0%台か又はそれ以下となる
ものと考えられる。
叉採用後満5年後迄の発病率から毎年の平均発病
率を計算すると， 25年以前は年間常に 1%を超えて
いるのであるが， 26年以降ではすべて 0.5%以下を
示している。特に 30年以降は更に一段と発生率が
減少している。
武光(2)は群馬県教職員について， 26年から 30年
迄の年々の新規採用者(年平均 1，159人) R関して
経過年度別 14条休職患者数を調査した。氏による
と就職満3年迄の 14条休職発病率は 3年間に凡そ 
0.8%で，年度によって差が認められない。
杉浦〈のも兵庫県教職員について同様の調査を行
い， 26年から 3年間の新規採用(年平均 515人)に
ついて武光と同様3年間の発病率を調べた。氏Kよ
れば 26年では 5%，27年は 2.5%，28年 0.16%とい
うように逐年著明な低下を示している。
千葉県の例では，前述の様に 25年迄では就職3
年迄の発病率は 4%以上を示し著るしく高率であ
る。 26年以降は 1%前後である(表6参照)。
これは最近の武光の調査に近づいているのである
が，杉浦のものには相当の距りが見受けられる。氏
によると就職前 1年以内K結核K擢病した者は，就
職後発病し易いという。叉就職後5年以内の発病例
では，結核の既往のあるものが 56%K証明される
という。一般的にはこれらは 30%程度である。
丹野(10)は教職員の新採用時検診を厳重tこすれば，
患者の多発は防止出来ると述べている。これらの関
係は千葉県の例でも全く合致するところであって，
新採用時の結核検診が如何に重要であるかを明示し
ている。
岡田(11)は軍隊入隊後満 1年以内lと結核が多発す
ること，日本から満洲とか南方熱帯地域K移動した
時等に同様多発することを認めた。そしてこの原因
は個体の生活環境の変化によって抵抗力の減弱を来
たし，結核が多発するものであると解釈した。また
ζれは結核のみでなく，その他の伝染性疾患に躍患
した場合にも，乙の様な場合lζは重症であるし，死
亡率が高いことと同一な理由であると解釈した。
教職員の場合にも新らしく教職に就いて心身共新
らしい環境に順応するために生活環境の変化，従つ
て抵抗力の減退が起るであろう乙とは推察し得られ
ると乙ろである。叉昭和 25年以前の新規採用時に
行った身体検査をも不充分であり， X線的に有所見
者も決して少なくなかったことであって，軍隊入隊
時の身体検査と略々同様の程度であった ζとと推察
される。 
d. 採用年度別発病者数(第7表〉
大正4年以降昭和 33年迄の 44年間の教職員の結
核発病者を，その採用年度別K調査したものは第7
表である。便宜上年度を大凡5年間宛K大きく区分
し，教員と事務職員とを区分しなかった。叉教育制
度についても戦前の小学校Kは高等小学も含めてあ
り，中学，高等専門学校はそのま》該当欄K記入し
てある。
表 7. 採用年度別発病者数
私自問|ふトー|高校
大正 
s 
和 
合
4-9 19 6 8 5 
10--14 33 14 12 7 
l 
1--5 77 37 22 18 
6~10 87 41 24 22 
11~15 137 76 42 21 
16~20 264 144 73 37 
21~25 866 399 361 106 
26~30 77 30 18 19。 。5 
計 I1567 I762 I569 I236 
戦後学制が改められてからはそれぞれの相当欄に
記入されているのであるが，中学及び高校は戦前の
それとは全く異なった内容であることはいうまでも
ない。更に叉昭和 25年以前は検診も系統立てて行
なっていなかったし，教員の療養補償も不完全であ
った関係上乙の表lζ掲げた数字を超した患者がおつ
たであろう ζ とは容易に推測されるところである。
この表で明らかな事は世界大戦の影響Kよって，
昭和 11年から 25年迄の 15年間が最も結核が多発
しているし，敗戦後の 5年聞に膨大な数の患者 (866
人)が発生したことである。 26年以後は急速に減少 
している。
黒沢〈山は北海道教職員について昭和 15年以降結
核発病 808名， 20年以降は 630名の療養者を出して
いるという。千葉県の例と同様に多発したものと考
えられる。
学校種別では小・中学校に患者数が多く，高校に
少ないことは，大凡は教職員数民比例している ζと
であって当然と考えられる。
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図 3. 結核発生模型v. 肺結核の発生に関する者察
a. 肺結核の発生，発展(図 3)
結核感染は，大多数飛沫により肺l乙初巣を形成す
る。乙れは通常数 mmの直径の小病巣であるが，
結核性肺炎の組織像を示している。即ちこの頃では
多く自覚症はないのであるが，組織学的には発病し
ている事は明らかである。乙の初巣形式に際して時
間的に引続いて Xp的lと発病するものを，臨床的l乙
初感染発病といい，陽性転化 1年以内lζ多発すると
いわれている(表旬。しかしツベルクリン反応既陽
符号 I'~ ご員五IX線撮影| 
0000ABC 
0 
+ 
十。

備 考
未感染健康者
陽転健康者
既陽性健康者
陰性健康者性者からの発病もその頻度は低いのであるが，成人
DEFG
9)。	 +。 
肺結核の過半数は乙れによるといわれている(表 品川件十十	 患者
臨床的治癒者
治癒者千葉県の症例では昭和 25年秋以降の新規採用時
比は必らず Xpの検査を行っていて，少くとも肺野 
K小病巣(除石灰化巣)を有するものは殆んど採用
されなかった。初巣が Xpで証明される様な症例は
含まれていない。然しながら鎖骨その他の背後等に
病巣がかくれている場合等は見逃していることも否
定出来ない。更に又一定のX線機械を使用し，一定
の現像様式を採ったものではない。
昭和 26年以降の千葉県の症例は Xp正常， rツJ
反既陽性発病(初感染巣の悪化，重感染発病の区別
はしない〉と取扱うぺきものである。この他民少数
例であるが「ツ J反陰性者も採用されている。 
Xp上の発病は上記の様lζ陽転後及び既陽性から
発病するわけであるが，なお実際上から教職員の内
で休職すべき発病と，要注意程度のもの(軽症未休
職者及び復職後)並び陀全く臨床的治癒の段階に到
達したものとに区分される。更に「ツJ反の陰転する
場合も最近次第に認められて来ている。
乙れらの関係を図示したのが図 3である。 ζの内
陽転発病 (be)は千葉等∞のいう如く 15%前後， 
Cからの発病 (ce)は 0.2%前後である。又休職を
必要とする程度の患者の復職率 (ef)は，報告者に
より種々であるが最低 20%台，最高 90%台であ
る。これは病状，治療の方法等Kよって差があるこ
とは当然である。
こ訟に特に重要な乙とは臨床的治癒の状態(F)に
あるものからの再発 (fe)であって，その頻度は諸
家の報告がすとぷる大巾の差異が認められる。即ち
まとまった成績を少しも示していない。
これは化学療法以前のものでは大凡の傾向は認め、
られたのであるが，現在の様l乙化学療法，外科療法
ab:感染防止， be:陽転時発病防止， 
ce:発病防止， ef:再発防止。
の発達と共l乙数字が大きな混乱を呈して来たためと
考えちれる。これについては改めて述べる。
千葉県の症例では，既陽性発病 (14条休職程度の
もの)の年次別推移をみると表 5並びに図 11[示す
通りである。昭和 24年の一斉検診が不完全な時代
では新発生1.73%，25年集検第 1回実施時l乙最も多
く発生し 2.57%394名となった。 28年以降は1.0%
以下となり，更に又 32年は 0.29%49名と最低を示
した。 ζれらは当該年度中i乙新規に 14条休職を発
令された者の総数であって， Xp正常者から直接 14
条休職となったものが大多数で，他の要注意からの
悪化が少数含まれている。 
b. X線写真を基準とした休職者の発生について
結核発病者の凡そ 30--40%は過去に結核既往症
が認められる ζとは，古くから知られたと ζろであ
る。武光(2)は 14条休職患者の 58%は Sp正常者か
ら発生し， 22%は復職後要注意者からそして未休職
要注意者から 14条休職に移行するものは 20% fζ認
められるという。
田辺ωは Sp正常者から 68%，要注意者から 32%
が発生する。更lζ又 Sp正常者について検討を加え
ると全く正常 Xp者からは全体の 41%，小病巣の存
在を Spで見逃していたものが 27%1[証明された
という。即ち Xpを標準としてみると正常者からの
もの 41%，何等かの所見のあるものから 59%1[認
められるという。
千葉県の例は Sp健康者からの発病が，要注意者
からの発病よりも著るしくその実数が多いことは年
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表 313結核休職者並びに要注意者の年度別転帰(各年度共 8. 月 日現在)
休職者
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々同様である。即ち当該年度内κ新発生の 14条休 教職員の結核審査特に休職復職の医学的決定，要注
職者数に対する要注意者からの 14条休職への悪化 意者及び休職者等の指導等を行い，結核全般の管理
率(第8表j)は 25年 2.5%で甚だ低率であるが， 系統を作った。
その他の年度では 27年， 29年は 25%で，最高は 31 審査委員会の発足後次第に各種の基準が作成さ
年の 3%である。 32年及び 3年は 5及び 10%と れ，叉毎年その基準について繰返えし検討の上改正
大巾K低下している。 されて現在に至っている。他の都道府県も多く一元
木下(60)は「ツ j反既陽性 Xp正常数からの発病年 的な委員会による審査が行われている様である。神
平均0.9，岡氏V型からも大凡同程度の頻度である。 奈川，福岡，奈良，宮城，群馬県等，又他の職域等
小嶋(25)は同様既陽性Xp正常者からの年開発病0.17でも実施している処も少なくない。東京電力，国
%，治癒初感染像の証明されるものは 0.7%である。 鉄，電々公社関係等がそれである。 
各種基準の内で最も大切なものは新規採用時のそ
VI. 結核管理の基準 れと，復職時並びに 14条休職発令の基準である。
a. 結核管理の医学的露基準について 以下順次にそれらの要点について述べると次のとお
昭和25年 10月に教職員の審査委員会(3)が成立し りである。
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b. 新規採用の基準
身体検査と共KXpを審査(必らず委員 3名以上 
同時に〉する。乙〉で必要があれば詳しい資料，断 
層写真等も要求し，次回に決定を延期する。 ζれら
の詳細については既に内田，古山(3)~<:: よって発表し
た。
Xp審査で軽度の肋膜炎の痕跡のみの場合とか，
門肺影の異常については左程厳密な検査をしない。
しかし肺野氏認められる異常陰影がある場合とか，
その疑いのある場合には採用を出来るだけ避けてい
る。たとえ陳旧性と推定されるときでも，石灰化巣
は左程重視しない。又数年前に結核擢患の既往があ
る場合には当時の Xp，治療，経過等を詳細iζ検討
する。自然陽転で Xp無所見の場合には化学予防を
する前提で最近は採用している。肺切除例，胸廓成
形術例の場合の採用は非常lζ厳格である。
C. 復職の基準
どの様になれば復職を認めるかという基準を設定
することは，実際問題として正確に表現することは 
困難である。千葉県では ζれと反対に復職不可の基 
準を作って，乙の基準lζ多少の巾をもたせている。
排菌者，空洞及びその疑いのあるもの，病巣広汎
なもの，再発の危険大なるもの及び肺活量の著るし
く減少したものは復職させないー叉乙れらの判定の
基となる諸検査成績が不完全である場合も同様であ
る。
化学療法を主とした内科的治療で臨床的治癒と認
められでも休職は最低 18カ月，復職後も昭和 31年
以後は最低 12カ月間の化学療法を施行させる。即
ち化学療法の期間は最低 30カ月である。多くは 2
年乃至 3年間休職させている。
肺切除例は切除後 12カ月で原則的に復職させる。
但し反対側に病巣が見られる場合は 3年近く療養さ
せる。
胸廓成形例は術後最短 18カ月間休職を継続させ
る。赤倉(14)は胸廓成形後 1--1.5年で一般に復職可
能であるが，その後半年乃至 3 年間，術後 2~4年 
聞は再悪化の危険ありと述べている。
昭和  31年以降手術例はすべて術後に化学療法を
させて，復職以後も更に 12カ月以上持続せしめて
いる。肺活量は 2000cc以上を適当と認めている。
ζれらの諸基準は化学療法の期聞を除けば，千葉
県以外でも大体原則的には同様で、ある(岡田 05九宝
来〈m，丹野(10)。
VII. 再 発(表 9)
ζの研究では教職員の結核患者を出来るだけ少な
くする ζとが目的である。そしてその内で Sp上健
康者からの発病が圧倒的に多L可。しかし結核症の再
発は周知の様iζ多い。 
近年化学療法，外科療法の発達K伴って以前の自
然療法時代K比べ，治療の面では格段の進歩を来た
している。しかしながら再発率には大巾 K相異が認
められるのは諸報告者の示す通りであって，乙れを
一つの系統K羅列して相互関係を見出すことは困難
である。 
ζ 〉に文献考察lζ当って，これらの資料中から略
々下記の諸条件にかなったものを取り出して検討す
るζとにした(表 9の 1，9のめ。
要注意者(未休職並びに復職後)は，第 1K体力 
が通常の勤務K耐えられること，第 21<:排菌してい
ないこと，第 31<:は再発の危険が甚だ少ないととの
3条件(即ち臨床的治療叉はこれに近い状態にある
ζと)が当然に要求される。 また化学療法は 12カ
月以上実施したもの，肺切除例・胸廓成形例につい
ても検討した。治療中止後l乙排菌のあるもの， Xp 
に空洞及びその疑いのあるものも除外した。その再
発率は全体の成績を揃えるために，平均年間の発病
率K換算して記載した。統計第 1年目 K多く年の経
過と共に低下してゆくものについても平均値をだし
たため，不合理な数字を示すものの認められること
は致し方がないものとした。叉再発の定義も著者に
よって必らずしも一定していないので，これによっ
て数字も左右される乙とは当然であるが，乙の点も
厳密な検討は行わなかった。
自然陽転後の発病は陽転後 1年以内に大部分が惹
起きれるといわれているが，数年間の観察から年間
平均値をとると大凡 1--3%程度である。既陽性か
らは 0.2%前後の様K思われる。
後保護乃至作業療法終了者も既陽性と略々同様 1
---2%である。大凡臨床的治癒と認められる要注意
者，退院者については再発率の巾が可成り広くなっ
ており， 2.1---8.3%を示している。乙れは細部を更
に検討する必要があるであろう。
病巣の小さいもの，陳旧性のものは低率であり大 
病巣，新らしいものは著るしく高い再発率を示すこ
とは当然である。化学療法を 1カ年以上行った臨床
的治癒と認められる症例では，化学療法以前の要注
意乃至退院者と略々同率を示しており 3.3--8.7%程
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表 9の1. 年間平均発病，害発率(%)
項 報 告 者|文献番号| 摘 要
陽 転 0.8 
1.9 
2.0 
3.8 
3.7 
8.7 
16.0 
Azuma 
千 葉 他 
駒 野 
Et. Berthet 
高 原 
1 
千葉，所沢 
49 
19 
31 
35 
32 
32 
2 
BCG接種の学童 
3.5年間 
4年間 
19カ月間，中等度陽転 
11 ，著明 11 
3.5年間
既陽性 0.14 
0.17--0.7 
0.3 
0.37 
0.5 
0.9 --2.6 
1.6 
千 葉 他 
島 
駒 野 
鈴 木 
近 百: 
木 下 
Azuma 
19 
25 
31 
33 
66 
60 
49 
7.5年間 
学童， 6年間
後保護 0.8 
1.4 
1 --2 
McKone 
H 
植 村 
75 
75 
67 
7年間 
8年間 
退院者 2.1 --3.7 
4 
4.3 --8.3 
9.3 
13.7 
岡 
林 
武 光 
海老名他 
実態調査 
34 
26 
2 
8 
6 
2--3年間，菌陽性化を含む 
軽 5 本
、
小病巣 2 ---3 
岡氏 V型 8 --10 1 
j参出型 42.2 駒
硬化型 12.1 11 
表 9の2. 12カ月以上の化学療法例及び外科療法例
項 目 % |報告者 l文献番号
J. Vidal 72 
化学療法例 2.2--12.2 M. Gilbert 81 
2.9 20上 野 
363.3.-. 4:2 塩 塚 
3.6 51日 比野 
3.9.-. 5.4 Mitchell 69 
387.4.-.8.7 北 本 
Raleigh4.0 76 
6.5.-. 9.3 H 76 
8.5 Vesan 69 
10 50堂野前 
18.5 69尾 山 
主，>u主， 35 
島 
野 
24 
24 
31 
31 
胸廓成形例 |ω |加 17 
肺切除例 。 ~10 Gilbert 81 
6.7~11.4 Raleigh 76 
2.8 Hirdes 77 
3.6 Joly 73 
2.4 1 73 
1.4 Kraan 74 
3.0--4.6 Mitchell 76 
度である。本表には示さなかったのであるが 1カ年 
未満の化学療法例では少くとも ζの2倍以上の再発 
率を示している。 J.Vidal(7刊とよれば再発は化学療 
法終了後第2年に多く，老年比多く，新らしい病巣 
に多く，広範囲な病巣に多いという。又これらの悪
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化の 80%は治癒し得るものであるという。 発を防止(化学予防)しようとの考え方も起って来
肺切除例では化学療法例と同様 3.0~1 1.4% 再発 ている。乙れは化学治療に継続したものであるの
率を示している。胸廓成形の再発について加納〈的 で，ど ζ迄が治療でどこから予防であるかの判断を
は 11.9%と報じている。 することは極めて困難である。
以上要するに文献上からみると化学療法 1年以上 しかしながら薬剤投与の期聞を長くする程再発が
実施例，肺切除例は自然療法時代の軽症例の臨床的 少ないことは明白となって来ている。又この期間は
治癒例と同等程度の再発率を示しているものの如く 病巣の性状，空洞の存否，病巣の広がり等によって
である。ー も大きく左右されるものがある ζとはいうまでもな
しかしこれは化学療法出現以来，まだ日が浅いた い。
めはこの使用方法，使用期間についての検討が不足 ζの再発防止のための化学予防乃至継続化学治療
しているためと考えられる。即ち現在でも化学療法 の可否は，千葉県審査会の委員の聞においても昭和
は一般的にいえば，長期間ほど良いのであって 1年 28年頃からしばしば論議されたものであるが，耐性
とか 2年間とかで機械的に打切るべきものでなく， 問題，経費問題等の理由民よって一致した結論に到
個々の症例によって決定すべきであろう。 達して ζれらの実施が要望されたのは昭和 31年 5
千葉県教職員当該年度末の要注意者数から 14条 月 17日の委員会総会におい、てであった。 乙の前後
休職への再発悪化率は，表 8の中氏示す通りであ から復職者並びに自然陽転者全員に化学予防が要望
る。昭和 28----31 年迄はや〉減少して 4~5% を示し された。
ていたのであって，乙の数字は表 9の 1の臨床的治 ζれと共に叉他方では働きながらの乃至は外来化
癒者からの再発率と略同程度を示している。 32及び 学療法の危険性も強調されたし，叉休職をさせるか 
33 年にはこの率が著明に低下し 0.5~0.8%を示すに 乃至要注意のま〉で治療をすべきか等の判定が困難
至った。乙れは既陽性 Xp正常者の発病率に可成り な場合等比は，検査のための短朝入院も要望され
近付いた数字である。 た。化学予防の結果未休職要注意者からの悪化(14 
条休職〉は， .表 81と示す如く著るしく減少してい
VIII.化学予防
る。即ち昭和 31年までは年々 20----30名の悪化が認
ストレプトマイシシ発見以来本年で満 10年であ められたのであるが， 32年は 0，33年は 3名で発病
る。その後ノTス，ヒドラジッド等が発見され，結核 者が 10分の l以下に激減している。
の様相は全く一変した。現在は ζれら抗生物質治療 同様の事は復職後要注意者からの再悪化例も同様
の効果について，疑義を抱く者はないであろう。し である。即ち 31年迄は年々 30~40名の 14条休職が
かし未だ完全に殺菌的作用がないため，薬剤投与を 認められたものが 32年 3名， 33年 5名という様な
中止すると再発が多いことと耐性の問題が不明のま 著明な減少を示している。
まになっている。前者の理由のために，薬剤投与を 黒沢(13)は治療終了後 3カ月研修所に収容して作
いつ中止することが出来るかという疑問に対して安 業負荷と共に厳密な結核検診を実施しその後復職さ
心出来る解答は出されていない。そして一般には早 せ，その直後から INH0.3g隔日投与を 1カ年間継
期比投与を中止する傾向が強い。しかし斯様な顕著 続すると述べている。
な治療的効果があるからして，自然、陽転の際に未だ 東京電力(52)の後保護施設においても昭和 28年頃 
Xpで所見が認められない様な例でも顕微鏡的発病 から化学療法実施下に作業負荷をなし，その聞に精
は存在するわけであるので，乙の時に早期治療即ち 密検診を実施，収容期間は 6カ月でその後復職させ
従来の発病の概念からいえば， ζれは予防的治療を ている。更に復職後にも化学療法を 1カ年以上継続
すべきであるという事は当然考えられる。 せしめ極力再発の防止を図っている。
事実日本でも千葉〈印〈m，戸塚(68)等多数の発表も 上野(20)も目標点に到達後も 9カ月間は安静下化
あった。その後ヒドラジッドの長所が認められでか 学療法を実施し，復職後も 1カ年間軽作業下で化学
らは，これが主剤となつれ化学予防が世界の諸研究 療法を実施すべきであると述べている。森〈21〉，志
者lとよって実施され，非常民良い成績を示している。 村(22)も効果を認めている。小島(23)は主硬化病巣を
叉他方結核患者が諸種の治療によって臨床的治癒 もつ例には著効は認められないと述べている。
の段階lζ達してからも，更に薬剤を継続使用して再
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IX. 復聴率
千葉県教職員 14条休職例はその治療によって再
び復職する者の割合は，年度によって相異がある。
しかし昭和25年から 9年間(表8参照〉の総体では 
1，485例で，叉 24年末療養中のもの 232名を加える
と1，717人である。 ζの中の 142名はなお療養継続 
中，復職者 1，085名，退職 419名， 死亡 71名であ
る。
昭和25年度の始めからの療養者 1，717名中完全に 
転帰をとった 1，575名中復職者は 1，085名であり，
復職率は 68.9%である。乙れと同様に 25年度から
毎年 14条休職の総転帰者即ち復職，退職及び死亡
者の合計に対する復職者の割合者の割合即ち当該年
度の復職率をみるK表 8!L:示す如くである。最低率
は昭和年25の53.3%であり，次に 27年に 53.9%で
ある。 29年以降では年々復職率は著るしく上昇し，
32年 95.1%で最高である。 
ζの率を他県教職員と比較するに，群馬県(2)では
27年度 80%，28年 85%であり， '同一年度の千葉県
よりも良好である。奈良県(16)では 27年 7月迄は大
凡45%程度であり， 28年から 60%を示している。
林(29)国鉄 32 年 54~合 i 北島く 27)国鉄 31 年 67.7~合，
藤原(28)国鉄 30年 62%，石井(29)郵政関係 33年 57.6
%で低率である。
乙れらの成績は一般的にいえば重症患者乃至陳!日
性病変の多い場合には低率になるわけであり，年々 
の集検が確実に行われる様になれば次第に上昇する
ものである事は千葉県の経過年度別の推移において
明らかで、ある。 
x.要注意者 
a. 	 要注意者について(第8表)
要注意者数は第8表l乙示す通りで昭和 29年 741
名で最高，最低は昭和25年の 333名である。 32年， 
33年でも 600名を越えているの学校種別K見ると高
校では小・中学校よりも要注意者が比較的多い傾向
が認められる。また学校の経営上についてもあまり
大きく影響していない。しかしながら小学校では職 
員の過半数が女子で占められているために，男子の
要注意者が多い時比は，宿直勤務等の場合の人員が
不足するとの声が多く出てくることは考慮しなけれ
ばならないo 
ζの根本的な理由は，明らかに女子職員が宿直等
をしないためによるものであって，男対女の職員の
比率を検討しなくてはならないものであろう。中学 
においては，男対女の比は 2対 1以上に男子が多い
ためにとのような運営上の困難はまだ少ない。
b. 要注意者の転帰について
とれらの患者がどのように発見されるかについて
検討するに表81L:示す如くである。
第 1は年々集検等で発見されるものが最も多いの
であるが，この数も昭和 25年度が 289名であって
最も多い。その後は年と共に新発生は次第に減少し
32年 30名， 33年 46名となった。
第2は復職者であって相当多数例を示している。
復職者は復職後3年間位は例外なく要注意者として
取扱われている。要注意者は殆んど大部分が健康者
に移行してゆく。最も多かったのは 32年の 204名
であるが，その他の年Kあっても少くない。しかし
ながら死亡者も年々少し宛みられるものであるが，
これは結核以外の原因によるものが多い。退職者も 
20名前後毎年認められるものであり，との理由も死 
亡と同様大多数が結核と関係がないとみなすべきも 
のである。なお昭和32，33年の両年は退職者が他の
年に比べて少ない。
乙〉で最も重要なことは要注意者からの悪化であ
るが， ζれについては既に述べたところである。 
XI. 結核休職者はどこまで滞らせ得るか?
千葉県教職員の 14条休職者の頻度は昭和 26年
4.54% (700名)が最高であったのであるが，その後
漸次低下し， 33年 0.85% (142名)と最低値を示す
lζ至った。これはその対策が良かった結果であった
と，lためであり，特 
① 	年 1回の定期集団検診を実施したこと。 
① 	療養期間が 3カ年になった ζと。
①委員会を設け審査の一元化をしたこと。 
① 	審査の基準を設けたこと。 
① 新規採用の際，直接撮影写真で判定した ζと。 
@ 化学療法を広範囲に用いたこと。 
⑦ 	要注意者， 14条休職者の管理，補導に努めた
乙と。 
@ 要注意者lζ対する化学予防を実施した乙と。
等の諸因子が主要な効果を発揮したためと考えられ
る。
今後共乙れらの点に更に充分に努力をし，乙の他
I乙新らしい可能な努力を惜しまないならば，果して 
どの程度まで更に減少させることが出来るであろう
か?
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現在の在籍教職員凡そ 17，000名の大多数は健康
者としで一応取扱われているものであり，その内昭
和 26年以降の新採用者は直接撮影 X写真検査を通
過した人々である。とれら健康者からの 14条休職
者への発病は，従来の日本の常識としては 1%程度
は致し方がないものとみなされていた。
しかし現在では当然再考しなければならないもの
であろう(図 3)。千葉県の例についてみても昭和 28
年以降では 14条休職者新発生の頻度は毎年1.0%以
下であり， 32年は 0.2%と著るしく減少している。
(表 5)女子教職員では 32，33年共小・中・高校と
も例外なく 0.2%台である。 ζの乙とは現状のまま
でも新発生は 0.2%台に低下させ得ることを明示し
ているものであって，更に努力をすれば 0.1%台に
まで減少し得る可能性があると考える。
乙の新発生 14条休職者の内容(表 8)を見ると，
健康者からの発病が昭和31年までは 70%以上を占
めており，要注意者からのものは精々 30%又はそ
れ以下である。 32年以降はこの差が更に大きくなっ
ていて，健康者からの発病が 90~95% を占めてい
る。
乙れは前lとも述べた通り，主として要注意者に昭
和 31年から化学療法をするように奨めた ζとが，
大きな原因となっているものと考えられる。従って
千葉県教職員の結核対策の今後の重点の第1は集団
検診にあるというべきで，こうでの Xpそのもの及
びその読影を更に一段と強化すべきであろう。
このためには従来の有孔 35mmフィルムの代り
lと無孔フィルムを使用するか， 6cm x 6cmフィル
ム等更に改善を図るべきであろう。
なお軽度の結核を早期に発見し，適当な事後措置
を行うべきである。乙のことによって健康者から 14
条休職の新発生は，毎年0.15%台にすることは決し
て不可能ではないであろう。
叉要注意者からの再悪化は大凡現状程度の頻度を 
継続させる乙とは充分可能であろうのこれは昭和32
及び 33年度は，要注意から 14条休職への悪化頻度
は0.5--0.8%(3--5名〉であって在籍教職員を母体
としての頻度は 0.02--0.03%である。
今健康者から 14条休職者への頻度を 0.15%と仮
定し，要注意者からのものを 0.05%としても年間 
14条休職の新発生率は 0.2%であり，実数は 34名
![過ぎない。そして復職迄K満2年間の休業をする
とすれば 14条休職の頻度は 0.4%.68名となる。昭
和 33年末の休職者総数は 142名であり 0.86%であ 
るが，これを上述のように 0.4%68名，即ち 33年
の半分に減少させることは決して単なる理想ではな
くてi乙〉数年間の目標として無理はないものと考
えられる。
勿論このためには上述の新らしい努力以外に検診
率の向上，結核管理増強のための人的，物的の補強
も必要であるし，化学療法強化のための努力，保健
並びに療養補導の強化等も要望されるわけである。
現在までに入手し得た資料では，我が国学校教職
員結核管理は，群馬県(昭 25~32 年迄)，神奈川県
(昭 21~30 年)， 福岡県(昭 25~32 年)， 名古屋市
(昭 28~31 年〉の 4 地域であり，乙の内最も詳しい
ものは群馬県で 14条休職者の年度別推移は千葉県
と殆んど同様な傾向(第2図)にある。神奈川県，
福岡県及び名古屋市も略々同ーの傾向を示すものの
如くである。
唯最近の報告がないため，例えば群馬，福岡で 33
年以降，神奈川 31年以降，名古屋市 32年以降の成
績は恐らく千葉県の 32，33年程度あるいはそれ以上
の好成績を示すものであると考えられる。工場管理
でも教職員と同様(4)(7)(30)の成績を示す。
即ち管理を長期に継続実施するととによって，確
かに新患発見率を低下させる乙とは 0.2%程度は可
能であるが，それ以下にすることは果して可能であ
るTごろうか?
我が国では宮城県角田町(海老名他ω)において， 
31年度集検で健康者からの発病 0.09%という。千
葉県のそれの半分以下である。 A.Kathofern(70)他 
の Amsterdam検診は更に低く 0.045%を示してい
る。 Kallqvist(71)は 0.11%である。日本においても
現実にこの程度迄は可能であろう。
XII. 結 論 
1. 年次的経過
初期においては，日本でも教職員は最も結核の多
い職域社会であった。これを真剣に採り上げて対策
を講じ， 5年の後民一応のレベルに迄下降させるこ
とが出来7こ。
その後更に患者の発生を減少させる ζ とが出来
て， 9年間には日本において最も結核の少ない職域
社会のーっとするととが出来た。 
2. 対策の重点
前述の効果を得られた理由は，主として次の因子
であると考える。
① 患者の早期発見
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① 14条休職者対策
①要注意者対策 
④ 新規採用者の検討 
① 審査基準設定並びに管理の一元化 
@ 長期比亘る化学薬剤の使用
以上各項目について，①は毎年実施し，未受検者
をなくするように努力したのであるが，なお数%が
未検である。
①は入院を原則とし，期間的民も治療的にも適切
充分な措置を講じさせている。叉療養上の指導も行
っている。特lζ外科療法と休職期間との相互関係に
注意し，復職が容易であるように配慮している。
①は要注意から 14条休職に移行する者が割合と
しては大きいので，勤務した状態で一般生活の規正
と共lζ外来化学療法乃至化学予防を強化している。
これによって 14条休職への悪化は 1/10以下となっ 
Tこ。 
④以前は新規採用者からの発病が多かったため
昭和26年以後は，その採否の判定を厳にした。それ 
以来新規採用者からの休職者は凡そり311:減少した。
復職率も 9年間の平均でも他の集団より優れてお 
り，最近のものは 90%を越し最良の数字であろう。
@叉他面から述べると諸種の医学的審査は委員 
会により一元的K決定され，基準が変らないような
諸種の基準を設定した。
@化学療法剤は従来からいわれている様11:，薬剤
の種類そのものよりも，その使用期間の長短が治療 
上，再発防止上重要視さるべきであるとの立場から
して，休職患者にあっては最短2年半の継続使用を 
することを原則としている。 ζのことは全面的に実
施されたのは昭和 31年以降であった。未休職要注 
意者についても略々これに準じて取扱われている。
稿を終るに臨み，御指導御校聞を頂いた千葉
大学柳沢教授並びに労働科学研究所勝木所長に
深甚の謝意を表すると共!C，千葉県教育委員会‘
山下教育長その他の関係職員，千葉県教職員結
核審査委員及び委員をされた柏戸孝雄，久貝貞
治，倉田庫司，松本修一郎，三輪清三，岡田藤
助，杉山三郎，田中直，遠山実，綿貫重雄，湯
田好ーの各{立に対して深く感謝の意を表する次
第である。
参者支献
1)古山 誠: 教職員の健康管理，千葉教育， No. 
6，昭26.9. 
2)武光多四郎: 学校における結核管理， 東山書
房，昭32.8. 
3)内田早苗・古山 誠: 教職員の新規採用時健康
診断について，健康教室，第62集，昭31.1. 
4)田辺栄一: 学校職員の結核管理，第 3回学校保
健学会総会，昭31.10. 
5)大賀弘毅: 紡績産業の結核感染防止対策，労働
と結核， No.27，昭31. 
6)尾村偉久: 昭和 33年結核実態調査，結核文献抄
録速報， 10，4，昭34.4. 
7)田井保良: ー化繊工場における肺結核の動態，
京大結研紀要， 7，1，昭33.8. 
8)海者名敏明・小嶋武雄: 結核の感染発病防止方
策についての検討，結核研究の進歩， No.17， 
昭32.4. 
9)杉浦守邦: 教職員結核の疫学的研究，京都府大
誌， 56，2，昭29.8.
10)丹野三郎・栗原正幸: 宮城県教職員の結核対
策，日臨結核， 10，5，昭26.5.
11)岡田藤助:寒地及び熱地においての肺結核の
比較，日臨結核， 7，11，昭23.11. 
12)黒沢和夫: 北海道における教職員の結核につ
いて，結核の臨床， 3，7，昭30.7. 
13)黒沢和夫・他2: 研修を中心とした教員の快復
期管理について，日臨結核， 18，2，昭34.2. 
14)赤倉一郎: 肺結核外科療法後の就業基準，日臨
結核， 13，4，昭29.4. 
15)岡田 博: 結核教員の復職及びその審査基準
について，日医新報， No. 1700，昭31.11. 
16)宝来善次・他2: 結核患者の復職基準と復職後
の経過，日医新報， No. 1793，昭33.9. 
17)加納保之・他2: 虚脱療法と肺結核の再発，日
臨結核， 13，昭29.11. 
18)干護保之・他: 結核の化学予防について，胸部
疾患， 2，6，昭33.6， 
19)干護保之・他3: 肺結核の職場感染について，
胸部疾患， 2，2，昭33.2. 
20)上野元男: 肺結絞療養後の復職者の再発化 l乙
関する観察，労働科学， 34，11，昭33.11.、 
21)森万寿夫: INH投与による再発防失，結核
研究の進歩， No.24，昭34.2. 
22)志村達夫: IPC による再発化学予防について，
胸部疾患， 3，3，昭34.3. 
23)小嶋駒夫:要注意者I乙行った所謂予防的治療
第 4号 内田: 千葉県における教職員の結核管理 9年とその成果 -1367ー
の効果について，呼吸器診療， 13，6，昭33.6.

24)小嶋駒央:所謂予防的治療の対象とした結核 
  
病巣について，呼吸器診療， 14，1，昭34. 1. 

25)小嶋駒央:続所謂既陽性発病の問題について 
  
の考察，呼吸器診療， 12，8;昭32.8.

26)林健一: 国鉄職員の結核発病並びに職場復帰
 
に関する労働衛生学的研究，交通医学， 11，2， 

sB32. 7. 

27)北嶋秀次: 国鉄における結核職員の復職特に

復職率と療養期間等の観察， 日医新報， No. 

1700，昭31.1. 

28)藤原徹太郎: 札幌国鉄局管内における結核の
 
実態，北海道医誌， 33，12，昭33.2.

?9)石井主器夫・他2: 結核復職審査における統計
 
的観察，逓信医学， 11，3，昭34.3.

30)森川利彦: 増悪を中心として見た結核症の動
 
態とその管理について，名古屋医学， 76，1，昭
 
33.7. 

31)駒野主夫:既陽性発病の頻度と発生機転，結 

核， 32， (特別号)昭 32.3.
 
32)高原茂:結核初感染者とその運命に関する 

研究，結核診療， 8，1，昭30. 1. 

33)鈴木龍郎: 肺結核の「ツ J反応陽性発病の研究，

逓信医学， 10，7，昭33.7.
 
34)岡捨己:長期化学療法と再発，結核研究の進 

歩， No.18，昭32.6.
 
35)本堂五郎: 肺結核症の悪化，結核文献抄録速

報" 9，昭33.7.
 
36)塩塚正一: 化学療法後の再発に関する研究，胸

部疾患， 3，5，昭34.5.
 
37)北本 治・他: 結核の再発に関する研究，結核，
 
32，(特)昭32.3.
 
38)北本 治・他16: 結核の化学療法と再発につい

て，結核研究の進歩， No.18，昭32.6.
 
39)群県教育委員会:群馬県教職員の結核管理の実

態報告， ¥"んま教育附録第75，昭28.7.
 
40)青見茂:教職員の結核管理について，福岡医 

誌， ~9 ， 9，昭33.9.
 
41)教員の結核患者減少傾向，時事通信， No.399， 

昭32.3.
 
42)本間周男・折笠睦男: F県公立学校教職員の実

態，結核診療， 9，1，昭30.7. 

43)小西宮: 国家公務員の健康管理， 厚生の指

標， 6，5，昭34.5. 

44)神奈川県教育委員会: 神奈川県学校保健概要，
 
昭30.
 
45)塚田治作: 学校における教員の結核の現状，結

核研究の進歩， No. 12，昭30.12. 

46)横浜市教育委員会: 昭和 29年度学校保健統計，

横浜市健民資料，第23集。
 
47)秋山清一郎・他2' 肺結核疾患の再発K関する

統計的観察，交通医学， 11，5，昭33. 1. 

48)折笠睦男: 福島県における教員結核の実態，日

公衛誌， 5，4，昭33.4.
 
49) Y. Azuma: 学童の結核，結核文献抄録速報，
 
No. 92266，昭33.3.
 
50)堂里子前維摩郷・他24: 肺結核化学療法の効果持

続について，日臨， 15，3，昭32.3.
 
51)日比野 進・他3: 結核化学療法と再発悪化，結

核研究の進歩， No. 18，昭32.6.
 
52)大道 明: 回復者の管理について，向上， No. 

17，昭32.2.
 
53)溝淵並ニ・他1:福岡市郊外における結核の実 

態，福岡医学， 49，6，昭33.6.
 
54)有末四郎・他: 過去 4年聞における北海道一農

村結核検診成績推移， 32， (特)，昭 32.3.
 
55)宮川俊介: コ。ム工業における 2，3の結核統計，

久留米医誌， 19，4，昭31.4. 

56)近松良明:繊維産業における結核管理につい 

て，名古屋医誌， 72，6，.昭31.12. 

57)玉井良男: 職場結核の検討，臨床と研究， 32，
 
10，昭30.10. 

58)志村達夫: 紡績産業における結核の現状，結核

研究の進歩， No.12.昭30.12. 

59)小林正:電々公社の結核の現状，結核研究の 

進歩， No.12，昭30.12. 

60)木下次子: rツj反応既陽性発病に関する臨床

的研究，結核， 34，2，昭34.2.
 
61)千票県教育委員会: 学校職員等結核予防規程，

昭26.12. 

62)公立学校共済組合東京支部編:教職員のための

結核読本，昭28.3.
 
63)文部省: 学校術生統計報告書，昭和 32年度，昭
 
32. 

64)杉浦守邦: 山形県教職員結核の疫学的調査，第
 
3回学校保健学会総会，昭31.10. 

65)群馬県教育委員会:本県学校保健給食に関する
 
13章， ヤんま教育広報，昭33.3.
 
66)近江明:結核管理における既感染発病につ 

いて，結核研究の進歩， No.17，昭32.4.
 
-1368ー 千葉医学会雑誌 第 35巻 
67)植村敏彦: 肺結核のアフタ{ケアー，結核新

書，第29集，医学書院，昭30.
 
68)戸塚忠政・他: INAH予防内服，呼吸器診療，
 
11，2，昭31.8.
 
69)黒川信雄: 化学療法以後の肺結核の悪化，結核

文献抄録速報， 9，昭33.5.

70) A. Kathofern et aI.:アムステルダムにおけ

る集団検診，向上， (10. 1438)昭33.3. 

71) I.Kallqvist: 集団検診で発見された肺結核患
 
者の予後，向上， (10. 1437)，昭33.

72) J. Vidal他: 第12回フランス結核国民会議第
 
3報告，向上， 10，3，昭34.3. 

73) H. Joly: 国際連合結核対策会議，向上，70857，
 
昭30.

74) J. K. Kraan: 切除療法後の再発，向上， 72957，

昭30.
 
75) B. Mc Kone: 結核の後保護，同上， 90418， 

昭32.
 
76) J. W. Raleigh: 肺結核化学療法後の予後，
 
Amer. Rev. Tbc.，76，4; 1957. 

77) J. J. Hirdes: 肺切700例の成績，結核文献抄
 
録速報， 72956，昭30.

78) H. Steinlin: 結核の再発，向上， 71031，昭30.
 
79)スコットランド結核協会研究委寛会報告: 同

上， 92842，昭31.
 
80) K. Sixt: バイエル地方の集団検診，向上，
 
92484，昭31.
 
81) M. Gilbert: 化学療法及び肺切除の悪化の原

因l乙関する研究，向上， 72939，昭30.10. 

